（様式２０）

賃金及び物価スライド対象経費提案書

団体名　　　　　　　　　　　　　　

賃金及び物価スライド制度の対象経費について、以下のとおり提案します。

１　賃金スライド対象経費（円）
	雇用形態
	9年度
（1年目）
	10年度
（2年目）
	11年度
（3年目）
	12年度
（4年目）
	13年度
（5年目）

	正規雇用職員等
	
	
	
	
	

	臨時雇用職員等
	
	
	
	
	



２　物価スライド対象経費（円）
	賃金スライド対象経費以外の経費
	9年度
（1年目）
	10年度
（2年目）
	11年度
（3年目）
	12年度
（4年目）
	13年度
（5年目）

	
	
	
	
	
	



※　配置（予定）人数（指定期間中における配置予定人数を記入してください。）
	雇用形態
	9年度
（1年目）
	10年度
（2年目）
	11年度
（3年目）
	12年度
（4年目）
	13年度
（5年目）

	正規雇用職員等
	
	
	
	
	

	臨時雇用職員等
	
	
	
	
	



【注意事項】
１　賃金スライド対象経費について
・雇用形態ごとに総額を記入してください。
・賃金水準の変動を受けるものが対象となります。
・賃金水準の変動を受けない手当等※は除外してください。（例：通勤手当、住宅手当など）
※賃金水準の変動による影響を受けない手当等は物価スライドの対象経費となります。
２　物価スライド対象経費について
　・賃金水準の変動による影響を受ける人件費（賃金スライド対象経費）以外の施設管理運営費を記入してください。
※　収支計画書と齟齬が生じないよう注意してください。また、本提案書記載の対象経費、配置（予定）人数について、指定管理開始後に実態と著しく乖離が見られる場合は、改善指導の対象となる場合があります。
